
近畿大学・総合社会学部・講師

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３４４１９

若手研究

2023～2020

「関係人口」の再定義を踏まえた過疎地域の計画論構築：地域づくりの実践を通して

Rural Planning theory construction of depopulated areas based on the 
redefinition of related population: through the practice of community 
development

７０７９３９０９研究者番号：

野田　満（NODA, MITSURU）

研究期間：

２０Ｋ１４９０９

年 月 日現在  ６   ６ ２０

円     3,300,000

研究成果の概要（和文）：本研究はこれまで政策的に重要視されながらも明確に定義付けられてこなかった「関
係人口」概念の再定義及び計画論への展開を試みるものである。地域づくりの実践を通した調査分析に基づき
「地域づくり人口としての関係人口」「関係の可逆性と通時的位置づけ」「各人の有する関係のレンジ」「不均
衡な社会空間への認識と是正」「時間獲得競争としての関係人口」からなる要点を整理した上で、関係人口によ
る社会空間の局所的変動と対応事例のモデル化を行い、1)地域づくりのプロジェクトの方向付けを目指した中長
期のシナリオ設計、及び2)余白や偶然性を計画的に残したシステム化の検討の2点を、今後の計画論構築に向け
た論点として整理した。

研究成果の概要（英文）：This study attempts to redefine the concept of “related population,” which
 has been considered important from a policy perspective but has not been clearly defined, and to 
apply it to planning theory.
Based on a survey and analysis of community development practices, we summarized the main points of 
“related population as a community-building population,” “reversibility and diachronic 
positioning of relationships,” “range of relationships possessed by each person,” “recognition 
and correction of imbalanced social space,” and “related population as a competition for time,” 
and then modeled local changes in social space caused by the related population and corresponding 
cases. The following issues are modeled as examples of changes and responses to the following 
issues.
The following issues were identified: 1) medium- and long-term scenario design aimed at orienting 
local development projects, and 2) systematization with planned margins and contingencies.

研究分野：農村計画

キーワード： 関係人口　地域づくり　社会関係資本　過疎地域　農村計画
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の意義は、バズワード化しつつある関係人口についてその実態を踏まえた概念整理を行ったこと、及び今
後の計画論構築に向けた論点を地域づくりの実践とフィードバックを通して指し示したことにある。併せて地域
内外の協働の姿を長期的・広域的視座で捉えることを前提に、ともすれば現況において傾倒されつつある「関係
の量的拡大思考」に終始するスタンスではなく、その先にある地域の本質的課題へのアクセスを見据えた制度設
計の重要性を示すことができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

今日、過疎地域の持続振興を考えるにあたり、地域外の人間や組織等との連携／協働は半ば必要

不可欠なものとなりつつある。地域内外の社会関係構築、及びそれに基づいた地域づくりの取り

組みが全国で進められる中、学術分野においても、各地の先進事例を追うかたちで、都市農村交

流事業や域学連携事業、人的支援事業等を活用した地域づくりの知見が蓄積されてきた。 

そうした中、地域外の人材らを総括して「関係人口」と呼称し、地域づくりのキーワードとして

用いる動きが活発化している。総務省が関係人口を「移住した「定住人口」でもなく、観光に来

た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様に関わる人々」と定義した上で平成 30 年度

より「関係人口創出・拡大事業」をスタートさせる等、国策においても関係人口が重要な概念と

して位置付けられている様子が窺える。しかしながら前述の通り、関係人口の定義は非常に空漠

としたものであり、重要性に相反した曖昧さが過疎地域の計画論構築に向けた普遍化、理論化の

妨げとなっている現状がある。 

 

２．研究の目的 

本研究は申請者が長きにわたり信頼関係を築いてきた過疎地域 2 地区を対象に、地域づくりへ

の参与視察を通したヒアリング調査、及びその分析による 1）関係人口の構造把握、2）移住を

前提としない関係人口のモデル化と検証を行う。その上で、3）関係人口の再定義及びそれを踏

まえた過疎地域の計画論を構築することを本研究の目的とする。 

 

３．研究の方法 

本研究は高知県いの町神谷北地区、兵庫県洲本市竹原地区における地域づくりへの参与観察を

通したフィールドワーク及びヒアリング調査に基づき進める。具体的には 2 地区における関係

人口を伴う取り組みを概括すると共に、関係人口として地域に関わる人間のプロファイリング

や意向の把握を行い、関係人口のモデルとして理論構築を行う。このモデルを下敷きに更なる地

域づくりの実践支援や、学会等での議論を進めながら、モデルの検証及び修正を重ね、関係人口

の再解釈の妥当性を明らかにする。 

 

４．研究成果 

上記 2 地区における地域づくりの実践、及び他地域でのケーススタディを踏まえ、以下の研究成

果を得た。 

（1）関係人口のモデル化：①関係人口の再考に向けた要点整理 

「地域おこし協力隊」をはじめとする外部人材や、交流人口等に関する幅広い事例収集とその整

理を行ない、バズワード化しつつある関係人口について、地域外の人間の地域づくりへの関

わり方から「地域づくり人口としての関係人口」「関係の可逆性と通時的位置づけ」「各人の有

する関係のレンジ」「不均衡な社会空間への認識と是正」「時間獲得競争としての関係人口」等の

今日的要点を整理した（図 1）。このモデルでは定住人口ではなく地域づくり人口獲得のベクト

ルに載せた議論の重要性（図 1：1）を前提に、地域外の人間が自身の状況や関心に応じて、地域

の為にできることを動的に考え続けること、及び地域はそうした人生単位のタイムラグを可能

な限り許容しながらも、その時々の関わり方をしなやかに、かつしたたかに、地域づくりのプロ

セスに位置付けていくような態度が必要となること（同：2）、関係人口による当該地域への貢献



は、本質的には各人の絶対的指標の中で評価されるべきものであり、一人ひとりの暮らしや考え

が異なる中で、地域に関わる上での障壁を制度や仕組みによって取り除こうとする場合におい

ても、こうした現実的な関与のレンジに応じたきめ細やかなアプローチが必要になること（同：

3）を新たな関係人口の捉え方として示すことができた。 

 

図 1 関係人口の再考に向けた要点整理 

 

（2）関係人口のモデル化：②社会空間のモーフィングと関係人口の姿 

物理的環境や地理的環境によって規定される「物理空間」、及び人間同士の繋がりによって立ち

現れる不可視の「社会空間」とのレイヤリングとして地域を捉え、広がり続ける社会空間が同心

円状ではなく局所的に変動する中に関係人口の姿を位置付けた（図 2）。ここから 1）関係人口が

限定的なコミュニティのみへの所属に留まってしまうこと、及び 2）地域がヨソモノへの過度な

依存により、新たな関係人口を無尽蔵に誘致し続けることによる、地域の更なる人口減少に伴う

自治の弱体化や、不動産や生業等の継承者不在といった、地域のより深部の課題へのアクセスを

徐々に困難なものにしていく今日的な課題を明らかにすると共に、そうした課題への対応可能

性を示した。 

 

 

図 2 関係人口による社会空間の局所的変動と対応事例 

 

（3）関係人口のモデル化：③今後の計画論構築に向けた論点 
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大学生を関係人口として位置付けた域学連携事業を対象に、10 年間の取り組みのレビュー及び

各主体の意向の整理を通して、1)地域づくりのプロジェクトの方向付けを目指した中長期のシ

ナリオ設計、及び 2)余白や偶然性を計画的に残したシステム化の検討の 2 点を、今後の計画論

構築に向けた論点として整理した（図 3）。なお本研究の対象地の 1 つである兵庫県洲本市にお

ける域学連携 10周年シンポジウムの企画運営、登壇を通した各主体へのヒアリング、及び研究

成果の一部を含む事例報告やディスカッションを実施したことも付記しておく。 

 

 

図 3 域学連携事業の事例にみる関係人口を伴う地域づくりの論点 

 



以上の成果を踏まえ、関係人口を伴う計画論構築に向けた知見を得ることができた。 
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